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大 手銀行の 財務体質強化 に関する研究
一

銀 行 持 株 会 社 の 採 用 に よ る 財 務 効果 を 中心 に し て
一

呂 岩 （埼 玉 大 学 大 学 院 ）

　 は じめ に

　 バ ブ ル 経 済 崩 壊 後 、 長 引 く 景 気 低 迷 と

地 価 ・株 価 の 低 落 に お い て 不 良 債 権 問 題

の 長 期 化 が 、金 融 機 関 の 経 営 を 圧 迫 し 続

け て き て い る 。デ フ レ 経 済 が 深 化 す る な

か 不 良 債 権 の 累 増 と そ れ の 償 却 、 持 合 株

式 等 保 有 株 式価 格 の 低 落 と そ れ の 時 価 評

価 の 強 制 等 に よ り 、 金 融 機 関 の 財 務 体 質

は
一層 脆 弱 化 し て き て い る 。

　 BIS 自己 資 本 比 率 の 国 際 基 準 の 達 成 、

早 期 是 正 措 置 へ の 対 応 と し て 、大 手 銀 行

は 、 公 的 資 金 等 を 導 入 し て 、か ろ う じ て

BIS 規 制 で あ る 自己 資 本 比 率 8 ％ を ク リ

ア し て き て い る 。 経 済 の デ フ レ 圧 力 が 続

く な か 、大 手 銀 行 は 収 益 回 復 が 見 え ず 、

生 き 残 り を か け て 銀 行 持 株 会 社 に よ る 大

型 再 編 を 行 っ て き た 。

　 本 論 文 は 都 市 銀 行 を ケ ー ス に し て 、 銀

行 の 収 益 が 、株 式 の 保 有 と株 価 、 及 び 不

良債 権 処 理 の 進 展 次 第 に 左 右 さ れ ，銀 行

が 十 分 な 収 益 を 確 保 で き ず 、実 質 的 な 赤

字 体 質 に な っ て い る 、そ の 財 務 体 質 の 実

態 を 解 明 し た う え で 、2000 年 9 月 に 発 足

した み ず ほ ホ ー
ル デ ィ ン グ ス を は じ め と

し た 銀 行 持 株 会 社 の 設 置 に つ い て 、財 務

上 い か な る 理 由 で 銀 行 持 株 会 社 を 採 用 し 、

い か な る 財 務 上 の 効 果 を も た ら し て い る

の か に つ い て 実 証 的 に 分析考 察す る 。

1　 銀 行 の 預 金 、 貸 出 金 及 び 経 常 利 益

　 の 推 移 と そ の 財 務 体 質 の 諸 問 題
一

　 銀 行 収 益 と 自 己 資 本の 実 態 一

　 バ ブ ル 経 済 崩 壊 後 、景 気 低 迷 と 資 産 価

格 の 下 落 が 続 く な か で 不 良 債 権 問 題 は ま

す ま す 深 刻 化 し て い る 。2001 年 9 月 中 間

期 か ら 、金 融 商 品 会 計 基 準 を 全 面 的 に 適

用 し 、 保 有 株 式 の 評 価 損 と 不 良 債 権 処 埋

費 用 の 増 大 に よ り ．銀 行 の 財 務 体 質 が 大

き く動 揺 し て い る の で あ る 。

　 銀 行 の 財 務 体 質 の 実 態 を 明 ら か に す る

た め に 、 こ こ で は 、 都 市銀 行 の 預 金 、貸

出 金 及 び 経 常 利 益 を 取 り 上 げ 、1981 年 度

を 100 と し た 都 市銀 行 の そ の 財 務 指 標 の

推 移 を 分 析 す る こ と に す る 。

　 図 1 に よ れ ば 、都 市 銀 行 の 預 金 は 、バ

ブ ル の ピ
ー

ク で あ る 1989 年 度 に 天 井 に

至 っ て 、そ の 後 、 徐 々 に 減 少 し て い る 。

貸 出金 に つ い て は 、1981 年 度か ら 全 体的

な 動 き は 、預 金 と ほ ぼ 同 じ ト レ ン ドに 推

移 し て い る 。 預 金 と 貸 出 金 が
…

定 に 推 移

し て い れ ば 、 経 常 収 益 も そ れ に 近 い 変 動

と な っ て 表 わ れ る は ず で あ る が 、 図 1 に

お い て 示 し て い る よ う に 、経 常 利 益 は 、

預 金 と 貸 出 金 の 曲 線 を 離 れ 、激 し く 変 化

し 、低 下 し て い る 。そ の 変 動 の 原 因 を 詳

し く分 析 す る た め に 、都 市 銀 行 の 収 益 構

造 を 見 る こ と に す る 。
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図 11981 年度を100とした都市銀行 の 預 金、貸 出金 及 び経 常 利 益 の 推移
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注 ： 預 金 に は 預 金 と 譲 渡 性預 金 が 含 ま れ て い る 。単 独 ベ ース で 表 示 し て い る 。
（資料）全国 銀行協会 r全 国銀 行財 務諸表 分 析 』 各年 版 よ り作 成 。

　 表 1 に お い て 、本 業 の 年 間 収 益 力 を表

わ す 「業 務 粗 利 益 」 は 1992 年 度 以 降 5

兆 円台 で 安 定 し、 「営 業 経 費 」 は 1996 年

度 の ピ
ー

ク か ら
一

貫 し て 減 少 傾 向 に あ る

の で あ る 。 「業 務 粗 利益 」 か ら 「営 業経 費」

を 控 除 し 、不 良 債 権 の 処 理 が な け れ ば 、

こ れ が銀 行 の 業 務 純 益 に な る 。表 1 で 示

し て い る よ う に 、「償 却 前 業 務 純 益 」 が

1992 年 度 に 2 兆 円 台 に 達 し ．そ の 後 も 2

兆 円台 前 後 で 推 移 して い る の で あ る 。

　
一

方 、不 良 債権 償却 は 、 1992 年 度 か ら

急 激 に 上 昇 し 、 1995 年 度 、 1997 年 度 、

1998 年 度 は 6 兆 円 か ら 7 兆 円 へ と 多 額 に

の ぼ っ た 。2002 年 度 は 、前 年 度 よ り減 少

した が 、4 兆 9 ，800 億 円 に も達 し て い る こ

と か ら 、 「業 務 純 益 」 は 1993 年 度 以 降 連

続 し て マ イ ナ ス と な っ て お り 、銀 行 が 貸

し 倒 れ 損 失 を 本 業 の 収 益 で カ バ ー
で き て

い な い こ と を意 味 して い る 。

　 2000 年 度 ま で は 株 式 等 を 売 却 す る こ

と に よ っ て 、 多額 の 不 良 債権償 却 を 行 っ

た 1995 年 度 、1997 年 度、 1998 年 度 以 外

は 、経 常 利 益 を 計 上 して い る 。 しか し 、

2001 年 度 か ら 「株 式 等 関 係 損益 」 が 大 き

く マ イ ナ ス 計 上 と な り 、経 常 利 益 も 2001

年 度 以 降 2 期 連 続 マ イ ナ ス と な っ た 。 こ

れ は 、時 価 会 計 導 入 に よ る 保 有 株 の 減 損

処 理 が 行 な わ れ た た め と 考 え ら れ る 。

　 以 上 、 都 市 銀 行 の 収 益 構 造 は 、銀 行 は

貸 し倒 れ リ ス ク に 見 合 う 十 分 な 収 益 を 確

保 で き ず 、実 質 的 な 赤 字 体 質 に な っ て い

る こ と が わ か る 。 さ ら に 、2001 年 9 月 中

間 期 か ら 、銀 行 が 大 量 に 保 有 し て い る 持

合 株 式 に 含 み 損 が あ れ ば 、 時 価 評 価 が 強

制 さ れ 、税 効 果 会 計 処 理 後 約 60 ％ が 資 本

の 部 か ら 差 し引 か れ る こ と か ら 、 自己 資

本 を毀 損 す る こ とは 明 らか で あ る 。

　 都 市 銀 行 は 、継 続 的 な 赤 字 を 余 儀 な く

さ れ て い る も の の 、財 務 体 質 の 健 全 性 の

基 準 で あ る BIS （国 際 決 済 銀 行 ）自己 資 本

比 率 8 ％ を 維 持 し て い る 。表 2 に お い て 、

都 市 銀 行 は 、 BIS 規 制 に お け る 自 己 資 本

比 率 8 ％ を ク リア で き た こ と が わ か る 。

　 か つ て 自 己 資 本 を 補 強 し て い た 多 額 の

株 式 の 含 み 益 は 、 株 価 の 低 下 に よ り 多 額

の 含 み 損 を 発 生 し 、逆 に 資 本 を 弱 め る 状

況 の な か 、銀 行 は 、保 有 して い る 事 業 用

土 地 を 再 評 価
（D

し た り、公 的 資 金 を 受 入

れ
C2）

た り、過 小 な 引 当 金
（3］

や 過 大 な 繰

延 税 金 資産 ω
の 計 上 な ど 、さ ま ざ ま な 対

応 策 を と り 、 BIS 規 制 に 定 め ら れ た 、そ

の 比 率 8 ％ を ク リ ア す る よ う に し て き た

の で あ る 。

　 2002 年 3 月 期 末 に 都 市 銀 行 7 行 と 日本
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表 1 都市銀行の 収 益 構造

（単 位 ：百億 円）

収 益構
’
　 　 　 　 　 度

818283848586B78889go919293949596979899oo0102

1．3991．42フ 136516711 ．5061 ．4461 ．5352D4Q2705 コ．2362 ．9832 ．256 ‘8861．7フ21 ，B761 ，6781 ，3641 、170986814701603資金 運 用収 益

資金 調 達費 用 119411 巳D110314081254114513031 ．67］ 2，3842 ，9332 、5761 巳091 ．4511 ．35213661 」99942744551392257178

資金 運 用益 　 　 （A） 20524726326325230153236 ア 32 τ 30340 了 457435420510479422426435422444425

99go 巳巳 1D712016229234D194210155159193 辱7024719 ， 203251209187204271その 他 収益

その 他費用 43 コ42731336313817110396776384 η 98 旧268107113646368

そ の 他 益 　 　 　（B） 56566176B799154169911147896109931491G9135144961231412D3

業務 粗利 益 （A＞＋ 旧 ）＝ （C＞ 2ε13D33243393394D94B65364124 】74855535445 膵36595885575705315455 巳5628

営 業経 費　 　 （D） 18920120921922524026625327229331031732032232333332431630429227B305

償 却前 莱務飩 益 〔C ，
一〔D｝＝〔日 721D21151201141 δ022028314012417523522419133625523325422 了 253307323

1147825920221443 ア1538830610644531088 ，尋7273198不

債 キ

償

貸 倒 引 当 金繰 入額

　 貸出 金 償却

そ の 他 の 経常費用

， o2o11 「 13o31712423225431651301 フ6189151

6233204120625B32322930426714990127149

小 計 　　 　 （F） 2149 日 36102187476612928 ｝ 388561350792742367383589498

業務 純益 　（E ）
一
（F〕＝（G ） 70881061121111542 斈026253 ア71D9107 一57 一197 一325 一105 一559 一4日8 一140 一139 一2ε2 一175

株 式等 関係 損益　 （H） τ8010035
一101061961769120339262113 一1D2 一262

その 他　　　　   寧 112135 日
一17 一12 一2 一1 ア 521431 ユ 19272532

経常損益　 〔G）＋ 〔H ）†   71891071141121572 蓐527021616514296564 一14フ 02 一348 一43614 蓐 10 一358 一405

注
・「資金 運用 益 」は、貸 出金 利 息、有価証券 利 息配 当 金など資金 運用 収益か ら預金利息、債券利息など資金 調達 費用 を差 引 い たもの である。

　　「その 他 益 」は、役 務取 引 等収 益、特 定 取引 収益 などの 収 益 か ら役 務取 引 等費用 、特 定取 引費 用な どの 費用 を差 引 い たもの で ある。

　　「そ の 他 の 経 常 費用 」に は 、貸 出金 および これ に 準 ずる債権 の 売却 損、（株 ）共 同債権 買取機 構向け 売 却損などが含 ま れて い るの で 、

不 良債権償却 として算 入 される．S8年度まで この 勘 定科 目に 信用 保険料、有 価 証 券 惜 入 料 な どが計上 されて い たた め、ここ では 算 入 しない 。

　　「株式 等関係損益」は、88年度まで独 立に 公 表 され て い なか っ た の で、ここ で は 計 上 しな い。

　　「その 他 」は ．その 他 経 常損益 か ら株 式等 関 係損 益 と不 良債 権 償却 を差 し引い た もの で 、金銭の 信託運用 益などが含 まれて い る．

　　数値 は 単 体ベ ー
ス で表 示 し、百 億 円 未 満を切 り捨て た。

（資料）全 国銀 行協会 『全 国銀行財務諸表 分析 』 各年 版より作成。

興 業 銀 行 の 優 先 株 式 と 繰 延 税 金 資 産 の 合

計 は 、Tierl の 7 割 以 上 を 占 め て い る 。つ

ま り 、都 市 銀行 の BIS 自己 資本 比 率 維 持

の 中 身 は 、公 的 資 金 と 将 来 の 税 金 還 付 予

定 額 の 税 効 果 資 本 に 多 く依 存 し て い る 極

め て 脆 弱 な 内 容 の も の で あ る 。 と こ ろ で 、

日 本 公 認 会 計士 協 会 は 「税 効 果 会 計 」 の

監 査 に つ い て 、大 手 銀 行 の 監 査 法 人 に

2003 年 3 月期 決 算か ら 厳 格 に す る よ う通

知 し た
ω 。 資 本 算 入 額 を 圧 縮 す る こ と に

よ り 、2003 年 3 月 期 決 算 で は 、自己 資 本

不 足 に 陥 る 銀 行 が 出 て き て い る
  。

　
一

方 ，銀 行 の 資 本 金 に 多 額 の 公 的 資 金

に よ る 資 本注 入 が 行 な わ れ ．優 先 株 式 へ

の 配 当 原 資 を 確 保 す る こ と が 大 き な 課 題

に な っ て い る 。近 年 、大 手 銀 行 は 、 赤 字

決 算 が 続 き 、そ の 上 、 配 当 可 能 利 益 が 底

を つ く状 況 に あ る 。 表 3 に よ れ ば 、東 京
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表 2 都市銀行 に おけるBIS 自己 資本 比 率 （2002 年 3 月 期 末 ）

（単 位 ：億 円 ）

項　 　 　　 　 目 第
一

勧 冨 士 興 銀 三 井住 東京 三 UFJ 銀 行 大 和 あさひ 合 計

資　 　 本　 　 勘　 　 定　 　 　 　 　 　 　 （A） 17．43422 ，68913 ，3303927121 ．828272104 ．1827 ．092基 本 的

項 目

〔Tler1 ）

うち優 先株 式で の 資本注 入 （1999年3月 4，0005 ．0003 ，50013 ．010 12，0004 ，0804 ．00045 ，590

うちそ の 他 有 価 証 券 の 辞価 差 損（△ ） 1．4621 ，9071 ，9302 、979 4862038 ，96フ

有 価 証 券 含 み 益 の 45％ 相 当 額

そ の 他有価証券の 貸 惜対 照表計上 額 の 合 計

額 か ら帳 簿 価 額 の 合 計額 を控 除 した額 の

　 　 　　 　 　 45％ 相 当 額 290930 1．220
土 地 の 再 評価額 と再 評 価 の 直前の 帳簿価 額

　 　 　 　 の 差 額 の 45 ％ 相 当 額 2，2769566637351 、519876 8437 ，868補 完 的

項 目

｛T 陪 r2 ）

自 己資 本 額 を 占め る比 率 （％ ） 5542782491 ．o ’ 3481 ．68 596274

一
　 般 　　貸 　 倒 　　引　 当　 金 3．4442 ．3182 」238 ．7234 ，5685 ．633609987

負 價 性 資 本 調 達 手 段 　等 12．36413 ．07011 ，40425 ，44417 、82519 ρ624 ρ625 、92フ

計 18，08516 ，34714 ．19134 ，90324 ．20426 ，5034 、6727 ．758

う ち 自 己 資 本 へ の 算 入 額 　　 　　（B） 17．43416 ．34413 ，33034 ．09221 ，82826 ，5034 ．1827D92

短　 期 　 劣　 後 　 債　　務準 補 完 的 項

目 （Tier3） う ち 自 己 資 本 へ の 算 入 額 　　　　（C）

控 除 項 目 控 　　 　除 　　 　項 　　 　 目　 　　 　　 　（D） 514 ，629 553511 ，52533030

自己 資 本 額 （A ）＋ （B）＋　〔C ）
一

（D）　　　　　　　　　　　　　　（E） 34β1734 ，40526 、66072 ，81043 ，50652 ．1888 ，03414 ．153286 、673

リス ク
・
ア

セ ッ ト等 リ ス ク　
・ア セ ッ トの 額 　 　　 　　 　　（1＞ 325．617321 ．310242 、521632 ．966420 ，459450 ．70397 ．487158 ，010

自 己資 本 比 率 ＝ （E）／ （Dx100 　　　　　 10．69％　10．70％ 10，99％　　11，50％　　10．37跖　　11．57％　　8、2496　　　8．95％

Tier1 1フ．43422 ．68913 ．33039 ，2712L82827 ．2104 」827 ，092153 ，036

4．0005 ．0003 ．50013 ρ 10 12．0004 ．0804 ρ0045 ．590　 　 優 先 株 式

Tier1 を占 め る比 率 〔9旬 22．9娼 22 ．04 瓢 2626 ％ 3313 鮨 44 」 0、 97 ．56 ％ 55．40 曳 29．79 妬

9，0117 ．5316 、32317 ，4117 ，45712 ．1832 ．8514 ．24067 ．107　 　繰延税金資産

Tierl を占 め る比 率 （9ω 51．6眺 33．63 、 47 ．43 、 44．34 帖 34、16 、 44．77 、 68 ．17％ 59．79、 43、85、

13101112 ，6319 ，82330 、4217 ．45724 ，1836 ．9318 、2401 可2．697優 先 株 式 ＋ 繰 延 税 金 資 産

Tier1を占 め る比 率 （％ ） 74．63、 55．67覧 ア3．69   77．46 覧 34．16 覧 88．88、 165．73 覧 116 ．19、 73．54 、

コ ア 資 本　　　　　　　　　　　　　　 4423 　 10，058　　3．507 　　8，且50 　 14．371　 3，027　 −2，749 　
−1．148 　 40，339

注 ；大 和 とあさひ は 国 内基準を採用し、他 の 銀行は 国際統
一

基 準を採 用して い る。

　 興 銀 は 都 市 銀 行 では な い が、み ず ほ ホ
ー

ル ディン グ ス の 100 ％ 子 会 社 になっ た ため．こ こで は 取 り上 げる。

　 優 先 株 式 で の 資 本 注 入 は、三 井 住 友 が さくらと住 友 の 合 算 で 、UFJ 銀 行 が 東 海 と三 和 の 合 算 で あ る。

　 　コ ア 資本 は Tier1か ら優 先株式 、繰延 税 金 資産を差 し 引 い た もの で ある。

　 数値は 単 体 ベ ース で 表 示 し、億 円未 満 を切 り捨て た。

〔資 料）各 銀 行 『有価 証 券報 告 書 総 覧』 2002年 3月期 により作 成 e

　 　 「優先 株式 で の 資本 注 入 」は 、『日 本 経済 新 聞』 1999年 3月 5日 付 に よるもの で ある。

三 菱 銀 行 を 除 き 、資 本 準 備 金 減 少 差 益 と

利 益 準 備 金 取 崩 額 を 含 め な けれ ば 、 各 銀

行 の そ の 他 の 剰 余 金 は 小 額 、 な い し マ イ

ナ ス 状 態 に あ り 、配 当 が 不 可 能 に な っ て

い た 。無 配 転 落 な い し国 有 化 さ れ る 事 態

を避 け る た め に 、 2001 年 （平 成 13 年 ）

10 月 1 日 施 行 の 改 正 商 法 に よ り 、法 定 準

備 金 と そ の 使 途 の 大 幅 な 緩和 改 正
α ）

が な

され 、法 定 準 備 金 の 取 り 崩 しな ど を 通 じ

て 何 と か 配 当 原 資 を確 保 し て い る 。 こ の

こ と か ら 、銀 行 の 自 己 資 本 充 実 の 問 題 は

再 び 問 い 直 さ れ て い る の で あ る 。
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表 3 都 市 銀行 の 配 当 可 能利 益 の 限度 額 の 試 算 （2002 年 3月期末）

資 本の 部 （単 位 ：億 円 ）

構 成 　 　　 　 　　 　　 　 　　 銀行 第
一

勧 銀 富 士 興銀 三 井住 友 東 京 三 菱 UFJ 銀 行 大 和 あさひ

1 資 本 金 8、5871q3956 ，73613 ．2677 ，8598 ．4354 、4316 ρ53

8，74010 ，5046 ．66213 ．2677 、8598 ，4554 ．5235 β55H 法定 準備 金

　 資 本準 備 金

　 利 益 準 備 金

7，4729 ，2995 、70113 ，2675 ．9598 ．4554 ，0455 ，095

1、2681 ，205 961 1．900 478760

皿 再 評 価 差 額 金 3，0921 β13 9061 ，0032 ρ941 、184 01 、133

280324 一1，4637 ，40862825 、094 一4．287 一5、319

3，576 4．450

3，576 4．45D

3，6581 ，1092 、11722158 ．B19 32 251

IVそ の 他 の 剰余 金

　   そ の 他 の 資本 剰余 金

　 　 資 本準 備 金 減 少 差 益

　   任 意 積 立 金

　   当 期 未 処分 利 益

そ の 中 ：再 評 価 差 額金 取 崩額

　　　　利益 準 備金 取 崩 額

V その 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

一3377 一784 一3，5811 、616 一2，536611 一4．287 一5，570

99 31 3 599 31725 138

2、414 1．846

一1、464 一1．909 一1930 一219794001 、353 一486 一203

W 自 己 株 式
一2

合　計 19．23720 ．62810 ．91131 、96424 、49624 ．5244 ，1807 ．519

配 当 可 能 利 益 の 限 度 額
一1，281 一1、615 一3，3963 、8286 ．2534 ，372 一4、774 一5，660

（資本 準備 金 減 少差 益 と利 益 準 備金 取 崩

額 を含 め ない その 他 の 剰 余 金 ）

　 　 　 配 当 可 能 利 益 の 限 度 額

280 324 一t4631 ，4186282 一1、202 一4．287 一5、319

一1，281 一1、615 一3，396 一2、1626253 一1．924 一41774 一5、660

注 配 当可 能 利 益の 限 度額 は、純 資 産 か ら資本 金 、資 本 準備 金、利 益 準 備 金、再 評 価 差額 金、その 他 有価 証 券 評 価 差額 金

（プラス の 場 合に 限る〉、再評 価 差額 金 取 崩額 を差し引 い た もの で ある。

　 興 銀 は 都市 銀 行 で ぱ ない が、み ず ほ ホール ディン グス の 100 ％ 子 会 社 に な っ た た め 、こ こ で は 取 り上 げる。

　 数 値 は 単 体 ペ ース で 表 示 し、億 円 未 満 を切 り捨 て た。
（資 料 ）各銀 行 『有価 証 券 報告 書 総覧 』 2002 年 3月 期 に より作 成。

2　 銀 行 持 株 会 社 方 式 の 導 入

　 株 価 暴 落 に 加 え 、進 まな い 不 良 債 権 問

題 が 、 再 び 日本 の 金 融 シ ス テ ム を 動 揺 さ

せ て い る 。厂そ の 他 有 価 証 券 」 に つ い て の

時 価 会 計 の 導 入 が 、脆 弱 化 し た 銀 行 の 体

力 を さ ら に 蝕 ん で 、 自 己 資 本 を 毀 損 して

し ま い 、配 当 可 能 原 資 が 枯 渇 し 、 減 配 ま

た は 配 当 不 能 の 銀 行 も 出 て き て い る 。 現

在 、東 京 三 菱 銀 行 を 除 く 都 市 銀 行 が 優 先

株 の 形 で 公 的 資 金 を 受 入 れ て お り 、配 当

が で き な け れ ば 優 先 株 に 議 決 権 が 発 生 し 、

国有 化 さ れ る こ と も あ り得 る 。

　 こ う し た 状 況 の な か で ．都 市銀 行 を 中

心 と し た 大 手 銀 行 は 、持株 会 社 に よ る 経

営統 合 に よ っ て 、み ず ほ フ ィ ナ ン シ ャ ル

グ ル ー プ 、 r 井 住 友 フ ィ ナ ン シ ャ ル グ ル

ー プ 、 三 菱 東 京 フ ィ ナ ン シ ャ ル
・グ ル ー

プ 、UFJ ホ ール デ ィ ン グ ス 、 りそ な ホ
ー

ル デ ィ ン グ ス の い わ ゆ る　「ビ ッ グ 4 ＋ 1」

の 5 大 グル
ー プ に 再 編 され て い る 。 こ れ

ら の 再 編 は 、 金 融 持 株 会 社 の 傘 下 に 銀 行

業 、信 託 銀 行 業 、 証 券 業 の み な ら ず 、カ

ー
ド業 、リ

ー ス 業 な ど 幅 広 い 業 種 が 入 り ，

総 合 金 融 機 関 を 作 り上 げ た の で あ る 。

　 1997 年 に 「独 占禁 止 法 」 が 公 布 、 施 行

さ れ た 。 そ れ ま で 禁 止 さ れ て い た 純 粋 持

株 会 社 の 設 立 な ど が 、 「事 業 支 配 力 が 過

度 に 集 中 す る こ と と な る 持 株 会 社 」 を 除

き 解 禁 さ れ 、 1998 年 3 月 に は 、銀 行 法 な

ど の 改 正 に よ り 金 融 業 を 傘 ドに お く 「金
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融 持 株 会 社 」 も 解禁 さ れ た 。

　 改 止 銀 行 法 で は 、 「銀 行 持 株 会 社 」 は 、

「銀 行 を 子 会 社 と す る 」 持 株 会 社 で ，銀

行 持 株 会 社 と な る こ と に つ い て 監 督 当 局

の 認 可 を 受 け て い る も の と 定 義 さ れ て い

る 。 銀 行 持 株 会 社 の 業 務 は ． 専 らそ の 子

会 社 に 対 す る 経 営 管 理 と こ れ に 附 帯 す る

業 務 に 限 定 さ れ る 。

　 持株 会 社 の 原 則 解 禁 を 受 け 、1999 年 の

商 法 改 正 （平 成 11 年 法 律 125 号 ）に よ り 、

完 全 親 子 会 社 関 係 の 創 設 を簡 易 か つ 円 滑

に 行 な う た め に 、株 式 交 換 及 び 株 式 移 転

制 度 が 導 入 さ れ た の で あ る e 株 式 交 換 及

び 株 式 移 転 は 、 親 会 社 と な る べ き会 社 に

と っ て 、子 会 社 と な る 会 社 の 株 式 取 得 の

対 価 と し て 現 金 を 支 払 わ な く て も 新 株 の

割 当 て ま た は 保 有 自 己 株 式 の 交 付 で 足 り

る と し た こ と は 、大 き な メ リ ッ ト で あ る 。

そ の う え 、 1999 年 税 制 改 正 に お い て 、改

正 商 法 の 規 定 に 基 づ き 行 な わ れ
一

定 の 条

件 を 満 た した 株 式交 換 ・移 転 に つ い て は 、

交 付 金 銭 を 受 け た 場 合 を 除 き 、 法 人 税 ・

所 得 税 の 課 税 関 係 は 生 じ さ せ な い よ う な

措 置 が 講 じ ら れ た の で あ る 。こ れ に よ り 、

企 業 グ ル ー プ の 組 織 再 編 が 行 な わ れ や す

い 環 境 が 整 い つ つ あ る 。

　 銀 行 持株 会 社 制 度 は 、総 合 金 融 サ
ー

ビ

ス を 提 供 す る こ と に よ る 収 益 力 の 向 上 と

事 業 再 構 築 に よ る コ ス トの 削 減 な ど を 通

じ て 企 業価 値 の 極 大 化 を 実 現 し よ う と 、

総 合 金 融 機 関 化 の
…

方 式 と し て 採 用 され

て い る と 考 え ら れ て い る 。 と こ ろ が 、 こ

の 持 株 会 社 方 式 の 導 入 は 財 務 上 、国 の 保

有 して い る 優 先株 式 へ の 配 当 原 資 を 確 保

す る 方 策 を も 追 求 し て い る 。 そ の 上 、各

グ ル
ー プ は 自 力 で の 資 本 調 達 を 行 っ て い

く と と も に 、 自己 資 本 の 充 実 を 図 ろ う と

して い る 。 つ ぎ は 、銀 行 持 株 会 社 の 採 用

の 財 務 上 の 意 義 に つ い て 分 析 考 察 す る こ

と に す る 。

3　 銀 行 持 株 会 社 形 態 の 採 用 に よ る

　 財 務効 果 分 析

　 第 1 節 で 分 析 し た よ うに 、2002 年 3 月

期 末 に 、 各 銀 行 の 配 当 可 能 利 益 は 底 を つ

く 状 況 に あ る 。 三 井 住 友 銀 行 は 、 資 本 準

備金 と 利 益 準 備 金 を 取 崩 し て ， 「そ の 他

の 剰 余 金 」、「当期 未 処 分 利 益 」 に 振 替 え

る こ と に よ り 、配 当 を 可 能 に し ，無 配 転

落 を逃 れ た の で あ る 。

　 し か し 、銀 行 法 に 規 定 さ れ て い る 銀 行

の 法 定 準 備 金 の 減 少規 定 は 、株 主 総 会 の

決 議 を経 て 債 権 者 保 護 手続 を 経 た 場 合 、

法 定 準 備 金 を 資 本 の 額 まで 留 保 し 、残 額

を 取 崩 す こ と が で き る よ う に な っ て い る 。

表 3 で 示 して い る よ う に ．2002 年 3 月 期

末 に 、 各 銀 行 の 法 定 準 備 金 が 資 本 金 と 大

体 同 額 で あ り 、 こ れ 以 上 取 崩 す 余 裕 は ほ

とん どな い 状 態 に あ る 。

　 2002 年 度 の 決 算 は 黒 字 で あ れ ば 、配 当

が 行 え る こ と も あ る 。 し か し 、デ フ レ 経

済 が 深 化 す る な か 、不 良 債 権 の 処 理 と 保

有 株 式 の 時 価 評 価 に よ る 損 失 な ど 、赤 字

決 算 を 余 儀 な く さ れ る だ ろ う 。2002 年 10

月 に 政 府 が 「金 融 再 生 プ ロ グ ラ ム 」 を 打

ち 出 し た 。
「金 融 再 生 プ ロ グ ラ ム 」 で の 公

的 資 金 注 入 行 に 対 す る 優 先 株 の 転 換 権 行

使 基 準 の 明 確 化 が 示 され 、大 手 銀 行 は 再

び 優 先 株 式 へ の 配 当 可 能 利 益 の 確 保 問 題

に さ ら さ れ る こ と に な っ て い た の で あ る 。

　 2003 年 5 月 26 日に 発 表 さ れ た 大 手 グ

ル
ー プ の 2003 年 3 月 決 算 で は 、大 手 銀 行

7 グル
ー プ （5 大 グ ル

ー プ に 三 井 ト ラ ス ト

と 住 友 信 託 が 加 え られ て い る ）は 総 額 で 4

兆 6，000 億 円 の 最 終 赤 字 と な っ た
cs ）

。剰

余 金 が 食 い つ ぶ さ れ 、 自己 資 本 比 率 が 各

グル
ー プ と も 低 下 し た の で あ る 。
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　 し か し 、 りそ な グ ル
ープ を 除 き 、4 大

銀 行 グル
ー プ は 優 先 株 式 へ の 配 当 を 行 う

こ と を 決 め た 。4 大 グ ル ー プ は 連 結 ベ
ー

ス

で は 最 終 赤 字 に な っ て い る が 、銀 行持 株

会 社 の 単 独 決 算 で は 、 利 益 が 出 て お り 、

一
定 の 配 当 可 能 利 益 を 確 保 し て い る の で

あ る 。

　 そ も そ も 、銀 行 持 株 会 社 は 、そ の 子 会

社 に 対 す る 経 営 管 理 と こ れ に 附 帯 す る 業

務 を 行 う こ と を 事 業 目 的 と し て お り 、そ

の 収 益 源 は 、主 に 関 係 会 社 受 取 配 当 金 、

関 係 会 社 受 入 経 営 管 理 手 数 料 、 関 係 会 社

貸付 金 利 息 な ど で あ る 。持 株 会 社 が 自己

の 株 式 な ど を 発 行 し、 あ る い は 借 入 金 な

ど外 部 か ら 資 金 調 達 を し ， こ れ に よ り得

た 資 金 を 子 会 社 や 関 連 会 社 へ の 出 資 金 と

し て 充 当 す る か 、 子 会 社 や 関 連 会 社 へ の

運 転資 金 と して 貸 付 け る 。 こ う し た 出 資

金 、貸 付 金 等 に よ る 収 入 に よ り 、銀行 持

株 会 社 が 一・定 の 収 益 を 確 保 す る も の と な

っ て い る 。 銀 行 持 株 会 社 の 総 資 産 の う ち 、

関 係 会 社 株 式 及 び 関 係 会 社 長 期 貸 付 金 が

9 割以 上 を 占 め て い る が 、子 会 社 株 式 及 び

関 連 会 社 株 式 の 評 価 基 準 及 び 評 価 方 法 が

移 動 平 均 法 に よ る 原 価 法 で あ る た め 、銀

行 持 株 会 社 の 収 益 は 株 価 に 影 響 を 受 け ず

に 済 み 、銀 行 持 株 会 社 は 、配 当 可 能 利 益

を 確 保 し 、 優 先株 式 へ の 配 当 を 行 っ て い

る の で あ る （表 4 を 参 照 ）。

資 本 の 部

表 45 大 グル ープ の 配 当 可 能 利 益 の 限 度額 の 試 算 （2003 年 3 月 期 末 ）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （単 位 億 円 ）

構 成 　　 　 　　 　 　　 　　グ ル
ープ

み ず ほ

フ ィ ナ ン

シ ヤ ル グ

ル
ープ

誹黷 定 時 株

 醐 i響
三 菱 東 京

フ イ ナ ン

シ ヤ ル
・

グ ル
ープ

　 UFJ

ホー
ル

デ イ ン グ
　 ス

　　　　　　　1

紅治 臓 処
i定 麟

 
・ i理 後 ：響

【資 本 金 15，40912 、476112 ，47612 ，58010 ，0007 ．20417 ．2041 　 3．OB4
1 ’

　　 1
17 ．528 卩 ，472112 、47723 ．50218 、8297 ，319 　1

4，995600010 ρ 17 400 　　　　　　．　　 400

H 資 本 剰 余 金

　 資 本 準 備 金

　 そ の 他 資 本 剰 余 金

　   資 本 金 減 少 差 益

　   資 本 準 備 金 減 少 差 益

　   自 己 株 式 処 分 差 益

　 　 　 資 本 剰 余 金 合 計

匚 1　 　　 　　 　　 400

4，9956 ，00010 ．OOO 400
■

17
9　　　　　　　　脚

17 ．52817 ，472117 ．47229 ，50228 ．8467 ，71gl 　　 I　 400

： l　　 I
43 4

■

2，476 304 ・　　 304 1　 　　　　 　　　　 ■

皿 利 益 剰 余 金

　　  利 益 準 備 金

　 　  任 意 積 立 金

　 　  当 期 未 処 分 利 益

　 　 そ の 中　利 益 準 備 金 取 崩 額

　 　 　 　 利 益 剰 余 金 合 計

0 ．31 ．306 　　 1，310 443628 一11，439 　　
−3．720 　　　　　　　0

■
　　 　 4 巳

2，5201 ．615 　 　 1．615 443628 一11 、439 　　−3．フ20　，

　　　　　0

IVそ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

■

一8
9
　 　 　 1

V 自 己 株 式
一3 °

　　　
−3 一12 一4 一1 ■

　　　 −1　　　　 −1

合　 計 35．45831 ，560 　 31 ，56042 ．51339 ．4623 ，483 　　3．483 　　 3、4B3

配 当 可 能 利 益 の 限 度 額 　　　　　　2．478 　　 1、60886 ．607 　　 6，431　 10、633 　 −1LO40 　
L3 、7218 　 3gg

優 先 株 式 へ の 年 間 配 当 422 290 83146 102

そ の 中 ：2003 年 3 月 末 の 資 本 調
鹽

に

　 　 　 　 　 ょ る も の 202 145

注
・
配 当 可 能 利 益 の 限 度 額 は 、純 資 産 か ら 資 本 金 、資 本 準 備 金 と 利 益 準 備 金 を 差 し 引 い た もの で あ る。

　 数 値 は 単 体 ベ ー
ス で 表 示 し、億 円 未 満 を 切 り捨 て た 。

〔資 料 冫各 グ ル
ープ 『有 価 証 券 報 告 書 総 覧 』 2003 年 3 月 期 に よ り作 成。
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　 表 4 で 示 す よ う に 、将 来 の 財 務 政 策 上

の 柔軟 性 、機 動 性 を 確 保 す る こ と を 目 的

と して 、 三 井 住友 フ ィ ナ ン シ ャ ル グ ル
ー

プ 、三 菱 東 京 フ ィ ナ ン シ ャ ル ・グ ル
ー プ

と UFJ ホ
ー

ル デ ィ ン グ ス と も資 本 準 備 金

を 「そ の 他 資 本 剰 余 金 」へ 振 替 え て い る 。

2001 年 （平 成 13 年 ） の 改 正 商 法 は 、法

定 準 備 金 の 取 崩 を 容 易 に す る こ と に よ り 、

株 主 へ の 分 配 を 可 能 に し た の で あ る 。銀

行 は 資 本金 と 同 額 以 上 の 法 定 準備 金 を 積

立 て な け れ ば な ら な い が 、持 株 会 社 は 資

本 金 の 4 分 の 1 を 積 立 て れ ば 済 む の で あ

る 。資 本 準 備 金 を 作 り 出 す こ と は 、配 当

可 能 利 益 の 確 保 に つ な が る の で あ る 。資

本 準備 金 を 「そ の 他 資本 剰余 金 」 へ 振 替

る こ と は 、 グ ル ー プ 全 体 の 資 本 力 が 高 ま

ら な い が 、配 当 に 回 せ る 資 金 を厚 く す る

狙 い だ と 考 え ら れ る 。配 当 原 資 を 確 保 す

る 最 大 の 理 由 は 、国 有 化 、 国 の 介 入 を 避

け る と い う 目 的 が あ る と 考 え られ る 。

　 2003 年 3 月 期 決 算 で は 、各 グル
ー プ は

巨 額 の 不 良 債 権 処 理 を 行 い 、そ れ に 加 え 、

保 有 す る 株 式 の 含 み 損 処 理 、 さ ら に は 繰

延 税 金 資 産 の 計 上 が 事 実 上 で き な く な っ

て い る こ と か ら ，大 手 銀 行 グル
ー プ は 約 2

兆 円 強 の 増 資 を 行 っ た 。今 度 の 増 資 の 効

果 は 、3 月 末 の 株 価 下 落 で 吹 き 飛 ん だ と い

わ れ る 。こ の 増 資 が な け れ ば 、3 月 期 決 算

を 乗 り 切 る こ と は で き な か っ た だ ろ う 。

そ の
一方 、 増 資 と 公 的 資 金 を 合 わ せ 、 各

グ ル
ー プ の 優 先 株 の 配 当 負 担 は 多 額 に 達

し （表 4 を 参 照 ）、増 資 に よ っ て 新 た な 不

表55 大グル
ープの合併統合効果

（単位 ：億円 ）

み ずほグル
ー プ 三 井住友グル

ー プ 三 菱東京グル
ー UFJグル

ープ りそなグル
ープ

グル
ープ

項　 目

第
一

嫺
富士 賻

み ず
　ほ

ホー

ルデイ

ン

みず

ほグ
丿レ
ー

プ

さくら

鮪

住友
銀行

三 井

腋

銀行

三井

骸

グ

ル
ー

プ

棘

三 菱

衡

三

棘

グ

ル
ー

プ

三

鯨

グ

丿ト

プ

三和
衡

繭
撕

UFJ
ボ
ー

些
7歪

UFJ
ホ
ー

ル

デエ

凝 畑

蜘

銀

ボー

些

りそオ

ホー
ル ディ

ング

Dl年3月 期末
02年3月

黥

03弔 月

駄
01年 3月期末

OZ年 3月

厭

03 年3 月

靺

01年 3

月期末

02 年 3

月期末

03 年3

月期末
01年 3月期末

02年3

月期末

鰡

月期末
01年3月期末

02年 3

月期末

a3瑠 月

駄

灘

　 （A） 459653381 ．8591 」．暇 1隠 76 峨螂 4” 9．355a892 η 161qo98Iq4884391a37485527 ．751．2．7的 Z2795 ．6835976

連結経常利益

　　 （B） 1．515z8 馴 亅．引〕2 一13498 一21 緬 1．田 831 田 譌 鰤
一5．15ア 一し23δ 一z893 一36 α2 一

¶7，6 尋 17 一16．037 一
｛し693 一117 一138一11601 一5101

連結純資産額

　 　 （C） 2峨62噸 21ア931 乱96447 ．3142B ．510Z1 ．7581 鼠3ア12912624240za 、9253 賦2咽 30．45419 、1531 峨76525 ．00ア 旧 、5431 ヨ，5a7a13312890a ，OB

連結総資産額
　　 （D） 52鼠聞 662 臥 768447 ．7511513 ．124 聖．3司032 フ 51a4966739291 ．皿園   10 ら6、σア4 日9日、435 凶 4．9589917535 臼）．75434 乳53279 η 29 眦 074311．Bア6155221449524428919

oaAq 躡 o 喝2  o 勤 o．6 oo o14

経費率

（A ／D｝

平 均比 率 0丁4丶 o．默 qg2  α79  a8095   0躡 1D1 、 106 馬 α 79  107   09A1 幅 126 丶 139  

61 馳 1328   87航 駐 4恥 1591 、 一a 一621 司 a酬 一17
純資産利益率

　 （B／C）

　平均比 率 9澀  
一2a53」 一74．4ハ 12臼ハ 一

専9甑 一2旨2ハ 一427  一8兀馬
一118ハ 一7熾 一61 鳳 一35瓢 一1．1A 椥 α h 一15弔 12 

o046   031 、 q 躡 o．46旡 イ｝コ1 ゆ 4 一
〇C円馬

総資産利益率

　 （B〆D）

　平均比率 0躡
一
〇89  一159   041、 ｛ L54、 噸 4肌 ℃ 14  噸 2偽 「｝．躡 ℃ 2偽 一ZO1 、 一｛旧 3  刈 鳳 一25 脇 一11

注 ：数値は連結ベ ー
ス で表示し、億円未満を切り捨てた。

（資料）各グル
ープ衂 有価証券報告書総覧0により作成。
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安 要 因 を 抱 え て し ま っ て い る 。 高 い 収 益

力 と 経 営 効 率 性 を 早 期 に 達 成 し な け れ ば ．

増 資 効 果 も薄 れ て し ま う と 考 え ら れ る 。

　 大 手 銀 行 の 経 営 組 織 は 銀 行 持 株 会 社 の

形 態 が 主流 と な り ．銀 行 組 織 の 巨 大 化 が

図 られ て い る 。 しか し 、銀 行 組 織 の 巨 大

化 が 収 益 体 質 の 強 化 な ど に 必 然 的 に 結 び

っ く も の で は な か っ た 。

　 表 5 に よ れ ば 、5 大 グ ル
ー

プ の 合 併 、

統 合 後 の 2002 年 3 月 期 の 経 費 率 が 2001

年 3 月 期 と 比 べ 、高 く な っ て い る こ と が

わ か る 。 一方 、各 グ ル
ー プ の 2002 年 3

月 期 の 純 資 産 利 益 率 と 総 資 産 利 益 率 は 統

合 前 の 2001 年 3 月 期 に 比 べ 、む し ろ 悪 化

し て い る 。 2003 年 3 月 期 も そ の 改 善 が み

ら れ て い な い 。合 併 に よ る 業 務 の 効 率 化

や 、基 礎 的 な 収 益 力 改 善 に 貢 献 し た か 否

か 大 い に 疑 問 が 残 る の で あ る 。 こ う し た

状 況 で 、銀 行 持 株 会 社 を 設 立 し 、 そ の 傘

下 に 子 会 社 を 吸 収 す る な ど 組 織 再 編 成 を

行 っ て き て い る が 、そ の 組 織 的 な 効 果 が

み ら れ な い な か で 、 こ の 組 織 再 編 は 、 自

ら の 資 本 基 盤 で あ る 資 本 準 備 金 、 利 益 準

備 金 を 取 崩 し 、 国 有 化 、国 の 介 入 を 避 け

る た め の 優 先株 式 の た め の 配 当 原 資 確 保

す る の が 、第 1 の 目 的 に な っ て い る よ う

に み られ る の で ある 。

お わ り に

　 バ ブ ル 経 済 崩 壊 後 の 日 本 の 金 融 機 関 は 、

デ フ レ 経 済 が 深 化 す る な か 不 良 債権 の 累

増 と そ れ の 処 理 、持 合 株 式 な ど 保 有 株 式

価 格 の 低 落 と そ れ の 時 価 評 価 の 強 制 な ど

に よ り財 務 体 質 を脆 弱 化 させ て い る 。BIS

自己 資 本 比 率 の 国 際 基 準 を 達 成 す る た め

に 、大 手 銀 行 が 公 的 資 金 等 を 導 入 し 、 そ

の 比 率 8 °

／。 を ク リ ア し て き て い る 。景 気 低

迷が 続 く な か 、銀 行 は 収 益 確 保 で き ず 、

配 当 原 資 と な る 剰 余 金 を 枯 渇 さ せ 、 自己

資 本 を 毀 損 し て き て い る 。 こ う し た 状 況

で 、国 有 化 を 回 避 す る た め に 、 自 己 資 本

を 維 持 し 、 公 的 資 金 に 配 当 し続 け る こ と

が 不 可 欠 で 、 各 グ ル
ー プ は 、 銀 行 持 株 会

社 を 採 用 し 、 傘 下 の 優 良 企 業 か ら 配 当 原

資 を 吸 い 上 げ 、持 株 会 社 と し て は 無 配 を

避 け る 狙 い が 大 き い と み ら れ る 。 財 務 技

術 を 使 っ て 、 配 当 可 能 原 資 を 当 分 確 保 し

て い る が 、資 本 を さ ら に 厚 く し て い か な

い か ぎ り 、国 有 化 を 本 当 に 防 げ る か ど う

か 疑 わ し い の で あ る 。 し か も 、合 併 が 業

務 の 効 率 化 や ．基 礎 的 な 収 益 力 改 善 に 貢

献 し て い る か 疑 問 が あ る 。銀 行 は 、持 株

会 社 を 採 用 し て も 、依 然 と し て 不 良 債 権

の 処 理 と 保 有 株 式 価 格 の 下 落 で 赤 字 体 質

と 財 務 体 質 の 弱 体 化 に あ り 、改 善 し て い

る と は 考 え に く い の で あ る 。

　 今 後 も 、デ フ レ経 済 の 深 化 と 各 種 の 制

度 改 革 が 進 行 す る と 考 え ら れ 、 銀 行 経 営

が リ ス ク に 耐 え ら れ る よ う な 強 靱な 収 益

基 盤 を 備 え た 財 務 体 質 に な る こ と が 強 く

望 ま れ て い る の で あ る 。

注 ）

〔1〕
1998 年 3 月 末 に 行 わ れ た 事 業 用 土 地 の 再

　評価 は 、都 市銀 行 9 行 （当 時 ） の な か 、大

　 和 銀 行 を 除 き 、8 行 が 実 施 し た の で あ る 。

　再 評 価 を 実 施 し た 都 市 銀 行 8 行 の 事 業 用 土

　 地 の 再 評 価 差 額 が 2 兆 7，094 億 円 （各 銀 行

　 『有 価 証 券報 告 書 総 覧 』1998 年 3 月 期 を 参

　照 ） で 、そ の 60 ％ 相 当 額 を 資本 の 部 に 計 上

　 す る こ と に よ り．減 少 し た 自己 資 本 を 増強

　 す る と 同 時 に 、そ の 45 ％ 相 当額 を Tier2 へ

　 の 組 み 入 れ 、都 市 銀 行 に お け る BIS 自 己 資

　 本 比 率 の 維 持 な ど に 重 要 な 役 割 を 果た し て

　 い る 。
（2） 公 的 資 金 に よ る 資 本 注 入 と し て ，銀 行 が 抱

　え る 不 良 債 権 の 抜 本 処 理 の た め に 、1999 年

　 3 月 末 、金融 再 生 委 員 会 は 、大 手 15 行 に総

　額 7 兆 4，592 億 円 の 公的 資 金 を 投入 した。
　 都 市 銀 行 8 行 （東 京 三 菱 を 除 く ） と 日 本 興

　業銀 行 に 注 入 され た 6 兆 90 億 円 （そ の う
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　 ち 優 先 株 式 で の 資 本 注 入 は 、4 兆 5，590 億

　 円 で あ る 。表 2 を 参 照 ） の 公的 資 金 は 、自

　己 資本 を増 強 し ．BlS 自 己資 本 比 率 の 著 し

　 い 上 昇 に 大 き く 貢 献 し て い る の で あ る 。
‘3） 自己 査 定 に お け る 債 権 分 類 に 、「IV分 類 」

　 100 ％ 、「皿 分 類 」 70 ％ 、「H 分 類 120 ％ 、

　 「 1 分類 」1％ と そ れ ぞ れ 必 要 引 当率 を 乗 じ

　 て 得 た 推 定 必 要 貸 倒 引 当 金 に つ い て 、ほ ぼ

　 す べ て の 銀 行 が こ の 残 高 を満 た し て な い こ

　 と が わ か る 。 深 尾 光 洋 ・
日本経済研 究セ ン

　 タ
ー

編 　 『検 証 　 銀 行 危 機 』　 日 本 経 済 新

　聞 社 　2003 年 2 月 を 参照 さ れ た い 。
〔 P

税 効 果 会 計 は 、銀 行 が 融 資 先 の 破 綻 に 備 え

　 て 有 税 で 引 当 金 を 積 ん だ場 合 、融 資 先 が 実

　際 に 破 綻 し た 時 点 で 引 当 金 が 損 失 と し て 認

　め ら れ 、税 負 担 が 軽 く な る こ と を 見 込 む 会

　 計 手 法 で あ る 。銀 行 は あ ら か じ め 税 負 担 の

　 軽 減 分 を 「繰 延 税 金 資産 」 と し て 計 上 し 、

　同 額 を 「税 効 果 資 本 」 と し て 自 己 資 本 に 繰

　 り 入 れ て い る 。
c：｝｝ 『 日 本 経 済新 聞 』　 2003 年 2 月 26 日 付 を

　参 照 さ れ た い 。さ ら に 、「繰 延 税 金 資産 」 に

　 つ い て 、金 融 庁 は 、2003 年 9 月 中間 期 決 算

　 か ら 、そ の 算 出 根 拠 を 開 示 す る よ う 大 手 銀

　 行 に 求 め 、銀 行 経 営 や 金 融 シ ス テ ム へ の 信

　頼 回 復 を め ざ す 。
〔6，

り そ な ホ
ール デ ィ ン グ ス は 2003 年 5 月 16

　 日 、政 府 に 対 し公 的 資 金 注 入 を 申 請 す る 方
　 針 を 固 め た 。傘 下 の り そ な 銀 行 は 当初 、3

　 月 期決 算 で 6 ％ 台 半 ば の 自 己 資 本 比 率 を 見

　込 ん で い た が ．税 効果 資 本 を め ぐ り、監 査

　 法 人 か ら 厳 し い 指 摘 を 受 け た こ と か ら 、大

　幅 な 圧 縮 を 迫 ら れ 、自己 資本比 率が 大 幅 に

　 低 下 し た 。3 月 期 末 の BIS 自己 資 本 比 率 が

　 国 内 で 業 務 を 営 む 銀 行 の 最 低 基 準 で あ る

　 4 ％ を 下 回 っ た 。政 府 は 17 日 に 金 融 危 機 対

　応 会 議 を 招 集 し ．同 グ ル ープ に 資 本 注 入 し

　 て 実 質 国 有 化 し 、預 金 保 護 な ど も 決 め た 。

　 日 本 銀 行 も特 別 融 資 を 実施 し資 金繰 り を 支

　 援 す る 。 6 月 10 日、り そ な 銀 行 へ の 1 兆

　9
，
600 億 円 の 公 的 資 金 に よ る 資 本 注 入 を 決

　定 した 。 こ れ ら を 実行 す る こ と を 通 じ て ．

　 り そ な ホ
ー

ル デ ィ ン グ ス は 自 己資 本 の 十 分

　 な 回 復 を 図 ろ う と し て い た が 、2003 年 9

　 月 中 間 決 算 期 で は 、税 効 果 資 本 の 圧 縮 や 、

　 引 当 金 の 積 み 増 しな ど の 結 果 、最 終 赤字 は

　 1 兆 7，000 億 円 に 拡 大 し 、自 己 資 本 比 率 は

　 6％ 台 に 低 下 し て い る の で あ る 。注 入 さ れ た

　公的 資金 を 使 っ て 「負の 遺 産 」 を
一

掃 、業

　績 の 回復 を め ざ し て い る が 、収 益 力 を 高 め

　 な い か ぎ り 、健 全 な 銀 行 に 転 換 で き る か は

　疑 問 が残 る と こ ろ で あ る b

〔T｝ 2001 年 （平成 13 年 ） 10 月 1 日施 行 の 商

　法改 正 で は 、法定 準 備金 と そ の 使 途 に つ い

　 て 主 な 改正 点 は 、  減 資 差 益 を資 本 準備 金

　 の 強 制積 立 項 目 か ら 除外 し た こ と ．  利 益

　準 備 金 の 積 立 限 度額 を こ れ ま で 「資本 の 4

　 分 の 1 に 達 す る ま で 毎 決 算 期 に 利 益 処 分 と

　 し て 支 出 す る 額 の 10 分 の 1 以 ヒ を 、積 立

　 を 要 す 」で あ っ た の を ．「資 本 準 備 金 と 併 せ

　 て 資 本 の 4 分 の 1 ま で 錘 決 算 期 に 利 益 処 分

　 と し て 支 出 す る 金 額 の 10 分 の 1 以 上 を 、

　積 立 を 要 す 」に 緩 和 し た こ と （商 288 条 ）、

　   法定 準 備 金 の 使 途 を こ れ ま で 欠損 の 填 補

　 か 準備 金 の 資 本 組 入以 外 ．法定 準備 金 の 取

　崩 しを認 め て い な か っ た も の を 、株 主総 会

　 の 決議 を経て 債権者 保護 手 続 を得 た場 合 ．

　法 定 準備 金 を 資 本 の 4 分 の 1 留 保 し、残 額

　 を 取 崩 す こ と が で き る よ う に な っ た こ と

　 （商 289 条 第 2 項 ）。こ れ に 対 し て 、銀 行

　法 に 規 定 され て い る 銀 行 の 利 益 準 備 金 の 積

　立 は ．資 本 準 備 金 の 額 と 併 せ て そ の 資 本 の

　額 に 達 す る ま で は 、毎 決 算 期 に 利 益 の 処 分

　 と し て 支 出 す る 金 額 の 5 分 の 1 以 上 を ．商

　法 第 293 条 ノ 5 第 1 項 （中 間 配 当 ） の 金 銭

　 の 分配 を 行 う ご と に そ の 分 配 額 の 5 分 の 1

　 を それ ぞ れ 利 益 準 備 金 と し て 積 み 立 て な け

　れ ば な ら な い 。銀 行 に 対 す る 法 定 準 備 金 の

　減 少 の 規 定 の 適 用 に つ い て は ．商法 第 289

　条 第 2 項 同 項 中 「資本 ノ 4 分 ノ 1 二 相 当 ス

　 ル 額 」 と あ る の は 、「資 本 ノ 額 」 と す る の で

　 あ る （銀 行 法 第 18 条 ）。今 回 の 商 法 改 正 に

　 よ る 利 益 準 備 金 の 積 立 緩 和 、法 定 準 備 金 の

　利 用 の 緩 和 改 正 は 、「資 本 制 度 の 弱 体 化 、債

　権 者 保 護 を 弱 め る も の で あ り 、見 方 を変 え

　 る と ．株 主 本 位 ．会 社 本 位 へ の 制 度 改 正 と

　 み る こ とが で き る 」 と の 考 え が あ る 。（箕 輪

　徳 二 稿 　 「株 式 会 社 の 法 定準備 金制 度 の 新

　展 開 」　 箕 輪 徳 二 ・三 浦 后美 編 著 　 『新 し

　 い 商法 ・会 計 と 会 社財 務 』　 泉 文 堂 　2002

　年 12 月 15 日 　P．40 ）
｛S ｝

連 結 ベ ー
ス に よ る も の 。『 日 本 経 済 新 聞 』

2003 年 5 月 27 日 付 。
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